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企画グループ
１　局及び庁内関係部局の連絡調整

所掌事務を円滑に処理するため、局内の連絡調整事務及び一般庶務事務を行い、事務事業の適切な執行に努めた。

　　また、人権行政の円滑な推進と連絡調整を図るため、関係部局に兼務職員を置き、　全庁的な人権施策の調整を行った。
２　大阪府人権施策推進審議会の運営

　　大阪府人権尊重の社会づくり条例に基づき、人権施策を総合的に推進するため、  「大阪府人権施策推進審議会」を運営した。
《開催状況》
	開催年月日
	開催場所
	内　　　　　　容

	令和２年７月２０日
	(Web開催)
	会長及び会長代理の選任について
大阪府人権施策推進基本方針の変更について（諮問）
人権問題に関する府民意識調査について　他

	令和２年１１月９日
	マイドーム大阪
	大阪府人権施策推進基本方針の変更について
　　　　　　　他

	令和３年３月２４日
	マイドーム大阪
	大阪府人権施策推進基本方針の変更について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　他


３　大阪府人権白書「ゆまにてなにわ」（施策編）の作成

大阪府人権施策推進基本方針に基づき人権施策を効果的に推進するため、庁内の
人権施策の実施状況をとりまとめた大阪府人権白書「ゆまにてなにわ」（施策編）を作成した。

	体　　裁
	Ａ４版、８７ページ

	発　　行
	令和３年３月　コピー機により必要に応じて作成


４　人権ホームページの運営

人権局のホームページにおいて、府民の自主的・主体的な取組を促進するため、人権問題に関する情報や人権教育・啓発教材を提供できるよう総合的な情報発信に努めた。
５　大阪人権行政推進協議会の運営

府内の自治体が人権行政を効果的に実施するため、情報交換・相互協力を基本とした連携・協力体制を確立することを目的に設置している「大阪人権行政推進協議会」を運営した。

《開催状況》

　　○　役 員 会

	開催年月日
	開催場所
	内　　　　　　容

	令和２年８月２５日
	ピースおおさか　講堂
	性的マイノリティの人権問題に関する
施策について　　　　　　　　　他

	令和３年３月２９日
	大阪府庁咲洲庁舎　共用会議室⑧
	令和３年度事業計画（案）について
　　　　　　　　　　　　　　　他


○　全体会議

	開催年月日
	開催場所
	内　　　　　　容

	令和２年８月２５日
	ピースおおさか　講堂
	性的マイノリティの人権問題に関する
施策について　　　　　　　　　他

	令和３年３月２９日
	大阪府庁咲洲庁舎　共用会議室⑧
	令和３年度事業計画（案）について
　　　　　　　　　　　　　　　他


　　
６　大阪国際平和センターの事業の促進

大阪空襲を中心に戦争の悲惨さ・平和の尊さを次世代に伝える「大阪国際平和センター（ピースおおさか）」の事業を促進するため、運営主体である「公益財団法人大阪国際平和センター」に対し、大阪市とともに補助金を交付した。
《補 助 金》

	区分
	平成３０年度
	令和元年度
	令和２年度

	予算額
	70,853千円

（28,535千円）
	68,164千円

（25,340千円）
	64,686千円

（19,494千円）

	決算額
	70,306千円

（28,130千円）
	68,091千円

（25,329千円）
	64,151千円

（19,242千円）


　　　※（　）内は施設補修にかかる金額で内数
《施設概要》
	所　　在　　地
	大阪市中央区大阪城２－１（大阪城公園内）

	施　設　規　模
	鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）３階建

敷地面積２，５１３㎡、延床面積３，４８３㎡

	主　要　施　設
	展示室(３)、特別展示室、映像コーナー、

講堂、会議室、図書室、収蔵庫等

	開　　館　　日
	平成３年９月１７日

	補助対象事業
	運営費、施設補修費


　　　※平成２７年４月３０日リニューアルオープン

７　人権相談・啓発等事業の委託に関する業務の実施
すべての人の人権が尊重される豊かな社会の実現を図るため、府と府内市町村の共同の取組みとして、人権相談事業・人材養成事業・人権啓発支援事業から成る人権相談・啓発等事業の委託に関する業務を実施した。

　委託先：一般財団法人大阪府人権協会

　委託期間：平成３０年４月１日～令和３年３月３１日

《委託料》

	区　　　　　分
	平成３０年度
	令和元年度
	令和２年度

	予　　算　　額
	42,962千円　
	43,195千円　
	43,278千円　

	決　　算　　額
	42,962千円　
	43,157千円　
	43,211千円　


教育・啓発グループ
１　大阪府性的指向及び性自認の多様性に関する府民の理解の増進に関する条例の推進
性的指向及び性自認の多様性が尊重され、全ての人が自分らしく生きることができる社会の実現をめざして、大阪府性的指向及び性自認の多様性に関する府民の理解の増進に関する条例に基づく施策を推進した。
２　大阪府パートナーシップ宣誓証明制度の運用
大阪府性的指向及び性自認の多様性に関する府民の理解の増進に関する条例の制定を契機に、性的マイノリティ当事者を対象とした大阪府パートナーシップ宣誓証明制度を運用した。
根　拠：大阪府パートナーシップの宣誓の証明に関する要綱

　施行日：令和２年１月２２日

３　人権教育に関する施策の実施

府民、府職員及び府内市町村職員の人権意識の高揚を図るため、「大阪府人権教育推進計画」（平成１７年３月策定、平成２７年３月改定）に基づき、施策展開を図った。

（１）人権教育・啓発指導者の養成講座【国委託事業（府直営）】
府民の身近なところで人権教育に取り組む指導者を養成し、地域における自主的な人権学習活動を促進するため、府民を対象にした講座を実施した。

1 　市町村出前講座
	開催年月日
	令和３年３月１６日

	開催場所
	　守口市役所

	参加者数
	８人

	テーマ
	ワークショップ「性的マイノリティと人権について」

	講　　師
	柴谷　宗叔　氏（性善寺　住職）


※富田林市、大阪狭山市については、新型コロナウイルス感染拡大防止のため
中止
（２）府職員を対象とした人権研修【国委託事業（府直営）】
府職員の「性的マイノリティの人権問題」への理解を深めるための研修を実施した。

	開催年月日
	令和３年２月９日

	開催場所
	午前：大阪府大手前庁舎　　午後：大阪府咲洲庁舎

	参加者数
	３５人　　　　

	内　　容
	講師：井上　ひとみ
　　　（特定非営利活動法人カラフルブランケッツ理事長）


４　人権啓発に関する施策の実施

府民の人権意識の高揚を図るため、様々な人権啓発活動を行った。

（１）人権啓発イベント等の実施【国委託事業（府直営）】

①　「性の多様性を考えるセミナー　性的マイノリティに寄り添う取組みについて、事業者としてできることを考える」【国委託事業（府直営）】オンラインで開催するとともに、セミナーの報告書を作成、配布した。
	開催年月日
	令和３年１月１９日　

	開催場所
	オンライン

	参加者数
	①リアルタイム視聴者数２５４件

②見逃し配信閲覧数（延べ数）２８４件

	内　　容
	第１部　

基調講演「ダイバーシティ経営から見た性の多様性への取組の重要性について」

立命館アジア太平洋大学（ＡＰＵ）　学長　出口　治明氏

第２部

大阪府パートナーシップ宣誓者へのインタビュー

（解説）特定非営利活動法人カラフルブランケッツ

理事長　井上　ひとみ氏

第３部
　パネルディスカッション「事業者における実践事例と取組にあたってのヒント」

　アストラゼネカ㈱人事本部　
部長　瀧口　美穂氏

　三菱ＵＦＪリサーチ&コンサルティング㈱　政策研究事業本部
　研究員　服部　保志氏

　　特定非営利活動法人カラフルブランケッツ　

理事長　井上　ひとみ氏


②　人権啓発詩・読書感想文募集・表彰事業【国委託事業（府直営）】

人権の尊さやお互いの人権を守ること、差別のない明るい社会を築くことの大切さを訴えることなどを内容とする詩、読書感想文を募集・表彰した。

　　　主催：大阪府・大阪府教育委員会・人権啓発推進大阪協議会（愛ネット大阪）

	募集対象
	大阪府内在住・在学の小・中学生、支援学校小・中学部生

	募集期間
	令和２年８月３日～９月２５日

	応募作品
	１，０５１点　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	入選作品
	３０点

	表彰式
	　中　止


③　人権講演会・人権啓発活動経験交流集会
新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止。
（２）人権啓発冊子等の作成・配布【国委託事業（府直営）】

①　大阪府人権白書「ゆまにてなにわ」（解説編）
人権問題全般について分かりやすく解説した人権啓発冊子を作成し、広く府民等に配布した。

	体　　裁
	Ａ４版、４０ページ、カラー

	発　　行
	令和３年３月　４０，０００部（墨字）、２００部（点字）


②　おおさか人権情報誌「そうぞう」

府民の主体的な人権教育に関する活動を促進するため、人権施策や教材などについての情報を広く提供する人権関係情報誌を作成し、市町村、人権関係団体、ＮＰＯ等に配布した。

	体　　裁
	Ａ４版、８ページ、カラー

	発　　行
	２回（１０月発行４，０００部、３月発行４，０００部）


　　③  【新規】「性の多様性理解増進条例」及び「パートナーシップ宣誓証明制度」啓発ポスター
性的マイノリティ当事者、府民、市町村、民間事業者、学校等の関心を呼び、性的マイノリティについての理解増進や課題の共有、配慮等の取組みにつながるよう啓発ポスターを作成・掲出した。
	体　　裁
	Ｂ２版、ポスター、カラー

	発　　行
	条例：令和２年１２月　４，０００部
パートナーシップ：令和３年１月　２，０００部


５　人権啓発活動地方委託事業の実施【国委託事業（市町村再委託）】

法務省の人権啓発活動地方委託事業の一つとして、市町村に対し啓発事業の再委託を行った。

　委託内容：啓発冊子の作成、講演会・研修会の開催等

委 託 先：大阪市、堺市を除く府内４０市町村

《委託料》

	区　　　　　分
	平成３０年度
	令和元年度
	令和２年度

	委　　託　　先
	４１市町村
	４０市町村
	４０市町村

	予　　算　　額
	23,966千円
	25,714千円
	23,766千円

	決　　算　　額
	23,966千円
	25,714千円
	22,135千円


６　市町村人権啓発支援事業の実施【人権相談・啓発等事業（再掲）】
　　市町村が行う人権啓発事業を支援するため、次の事業を行った。

委託先：一般財団法人大阪府人権協会

　　委託期間：平成３０年４月１日～令和３年３月３１日

（１）人権啓発アドバイザー設置・派遣事業

　　　市町村からの人権啓発の企画立案に関する相談に対応するためのアドバイザーを置き、電話やメール、企画会議への参画等により必要な助言を行った。また、人権尊重のコミュニティづくり活動に関する先進事例を発掘・収集し、報告書をまとめるとともに、府内市町村を対象に「事例報告交流会」を開催した。

（２）人権関連情報収集・提供事業
　　　府内外の人権啓発の関連情報（人権に関する新聞記事、人権啓発講座等のイベント、講師情報等）を広く収集し、市町村に提供した。
（３）講師リストの作成・講師紹介事業
　　　市町村が人権啓発を行うに際し活用できる講師リスト（近畿在住者を中心）に作成し、市町村に提供した。また、市町村の要請に応じ講師の紹介等を行った。
７　「人権問題に関する府民意識調査」の実施
　　人権問題に関する府民意識の変化・動向を把握することにより、人権尊重の社会づくりに向けた大阪府の今後の人権教育・啓発施策の効果的な取組のための基礎資料を得ることを目的として、５年ごとに行っている「人権問題に関する府民意識調査」を平成２７年度に続いて実施し、令和３年３月に報告書を作成・配布した。
	調査対象
	大阪府内に居住している満１８歳以上の個人　３,５５０人

	調査期間
	投　　函：令和２年１１月２４日（火）
（茨木市の一部は１１月２５日（水））
回答期限：令和２年１２月１４日（月）

	回 収 率
	４３．７％（１,５５３人分）



人権・同和企画グループ
１　大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例の推進
令和２年度の条例第６条に基づく届出状況は次のとおりである。

（１）興信所・探偵社業の届出状況

	既届出（Ａ）
	令和２年度中の状況
	累　　　計
（Ａ＋Ｂ－Ｃ）

	
	新規（Ｂ）
	変更
	廃止（Ｃ）
	

	３，１８３者
	５５者
	２５者
	２２者
	３，２１６者


（２）周知・啓発

①　毎年１０月を条例の啓発推進月間と位置づけ、啓発ポスターを作成し、府内市町村及び関係団体等に配付した。また、大阪府内の地下鉄及びＪＲの全駅並びに私鉄主要駅等にポスターの掲示を行うほか、事業者･行政関係者向けの条例説明会を開催した。
②　府民向けのわかりやすい条例解説動画を作成し、府HPから視聴できるようにした。また、公式ツイッターや、ブロック別市町村人権担当課長会議で、動画の周知を図った。

③　府政だより、ホームページ等の府広報媒体を用いて、条例啓発推進月間や条例の趣旨等について広報した。

④　府内市町村及び関係機関の広報誌・刊行物・ホームページで条例啓発推進月間や条例の趣旨等について広報した。

⑤　事業者・行政関係者向けに開催した条例説明会や宅地建物取引業者の法定研修などの研修会においてパンフレット等の啓発資料を配付し、条例の趣旨等について広報した。

⑥　大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例による規制行為の周知を図るため、「差別につながる調査はしない！」をテーマとする啓発画像を大阪市内等の電子看板（デジタルサイネージ）に放映した。（ヘイトスピーチ解消に向けた啓発画像と同時放映）

	実施期間
	令和２年１２月７日～１３日

	実施場所
	①梅田：阪急梅田グランドビジョン
（阪急百貨店うめだ本店コンコース北広場２階垂壁）
阪急梅田エントランスビジョン
（梅田阪急ビル１階西側外壁）

②大阪モノレール各駅構内（旅客案内モニタ）


（３）興信所・探偵社業者等に関する啓発等業務
条例届出事業者等を対象とする研修会の開催や府民や事業者からの条例等に関する相談業務等を一般社団法人大阪府調査業協会に委託し、次の事業を行った。

1 研修会の実施

　　 条例に対する理解を深め、人権尊重機運の高揚を図るとともに、業者の健全育

成に資するため、興信所・探偵社業に従事する者に研修を実施した。

	開催年月日
	　１回目　令和２年１１月１４日（書面実施）
　２回目　平成３年　３月２５日（動画実施）

	参加者数
	１回目　９２７人
２回目　９４０人


2 啓発業務

業者や府民に条例の趣旨や内容を広く、分かりやすく理解させるため、パンフレットを作成し、啓発に活用した。
3 相談業務

府民や業者からの条例等に関する相談に応じ、必要な助言等を行った。
《委託料》

	区　　　　　分
	平成３０年度
	令和元年度　
	令和２年度

	予　　算　　額
	3,282千円
	3,282千円
	3,286千円

	決　　算　　額
	3,282千円
	3,282千円
	3,286千円


２　大阪府人種又は民族を理由とする不当な差別的言動の解消の推進に関する条例の推　進
（１）周知・啓発

①　ヘイトスピーチ解消に向けた啓発活動として、リーフレットを作成し、府内市町村、高等学校等及び関係団体等に配付した。また、ブロック別市町村人権担当課長会議で条例の周知を図った。
②　大阪府人権白書「ゆまにてなにわ」（解説編）、ホームページ等の府広報媒体を用いて、条例の内容について広報した。

③　「ヘイトスピーチゆるさへん！」をテーマとする啓発画像を大阪市内等の電子看板(デジタルサイネージ)に放映した。（「大阪府部落差別事象に係る調査等の規制等に関する条例」に関する啓発画像と同時放映）
（再掲）

	実施期間
	令和２年１２月７日～１３日

	実施場所
	①梅田：阪急梅田グランドビジョン
（阪急百貨店うめだ本店コンコース北広場２階垂壁）
阪急梅田エントランスビジョン
（梅田阪急ビル１階西側外壁）

②大阪モノレール各駅構内（旅客案内モニタ）


３　在日外国人施策への対応

（１）「大阪府在日外国人施策有識者会議」の運営

平成１４年１２月に策定した「大阪府在日外国人施策に関する指針」に基づき、在日外国人問題に取り組むとともに、在日外国人施策を総合的、効果的に推進するため、「大阪府在日外国人施策有識者会議」の運営を行った。

	目　　　的
	在日外国人に関わる諸課題について、本府が取り組むべき施策に係る意見を幅広く求める。

	設立年月日
	平成４年１０月１日

	開催状況
	令和２年度は新型コロナウイルス感染拡大の防止の観点から延期


４　大阪府同和問題解決推進審議会の運営
　　同和問題の解決のための重要事項を調査審議するため、「大阪府同和問題解決推進審議会」を運営した。（令和２年度は開催実績なし）
５　同和問題解決に向けた取組の調整

同和問題解決に向けた取組みの円滑かつ効果的な推進を図るため、庁内の関係部局　及び市町村と所要の調整を行った。
６　他府県との連絡調整

様々な人権問題の解決に向けた施策の円滑な推進を図るための連絡調整を行った。

７　国に対する要望

人権問題の早期かつ根本的な解決のためには、国における施策の充実や必要な財源の確保が不可欠であることから、人権教育、啓発に関する施策の推進及び地方公共団体に対する財政支援の充実、様々な人権侵害による被害者救済のための人権救済機関の設置など実効性のある法制度の確立、インターネットを利用した差別行為の防止対策等について、府・市長会・町村長会の三者要望などにより国に対し強く働きかけた。
擁護・調整グループ

１　人権相談事業の実施【人権相談・啓発等事業（再掲）】
府内における人権相談機能の充実・強化を図るため、次の事業を委託により行った。
　　委託先：一般財団法人大阪府人権協会

　　委託期間：平成３０年４月１日～令和３年３月３１日

(１) 専門相談事業

①　府民向け人権相談

府民からの人権に関わる相談に対して適切な助言を行い、また、内容に応じて適切な専門機関への紹介・取次ぎを行うことによって相談者の自主的な問題解決を支援する相談窓口を運営した。

	実 施 日
	○平日相談：月曜日～金曜日　9：30～17：30（祝日・年末年始除く）

○夜間相談：火曜日　　　　 17：30～20：00（祝日・年末年始除く）

○休日相談：毎月第４日曜日　9：30～17：30

	相談件数
	年間　３，１５８件

うち人権問題別集中相談　　　　　　１３３件

（様々な人権問題の中から毎月テーマを設定して集中相談を実施）　　　　　　　　　　　　　　　

うち出張相談　　　　　　　　　　　　２９件

（相談者が健康上の理由などにより面接相談への来訪が困難な場合に、市役所等の相談者の身近な場所に出向いて相談を実施）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


②　市町村人権相談サポート

市町村の相談窓口から相談事案に対する支援を求められた場合等に、適切な助言を行うとともに、市町村の日常業務に活用できる「人権相談のてびき」を更新した。

	件　　数
	年間　６７０件


　　③　専門家との連携相談支援

　　法律や医療などの専門知識が必要な相談について、専門家や当事者団体等から助言等を受けて対応するとともに、必要に応じて相談者と専門家等との面談に同行した。

	実 施 日
	・随時実施

・弁護士事務所への同行相談については、毎週金曜日13：30～16：30　 

	相談件数
	年間　１５件


（２）ネットワーク事業

①　人権相談機関ネットワークの運営
府民の人権に関する様々な相談に、適切かつ迅速に対応できるよう府内の行政機関、公益法人、ＮＰＯ等の相談機関で構成する人権相談機関ネットワークの連携強化など運営業務を行った。
	加盟機関数
	２８５機関（令和３年３月現在）


②　「おおさか相談フォーラム」の開催

ネットワーク加盟機関の相談員等の相談活動への関心を高めるとともに、加盟機関同士が経験交流や情報交換及びスキルアップを図ることを目的に実施した。
なお、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、オンラインにより開催した。
	開催日
	令和３年２月１２日

	開催方法
	オンラインにて開催（Zoom使用）

	参加者数
	６２人

	内　 容
	目的：府民の人権に関する様々な相談に適切かつ迅速に対応できるよう、府内の行政機関、公益法人、ＮＰＯ等の相談機関で構成する人権相談機関ネットワークの連携強化を図った。

概要：「おおさか相談フォーラム」の開催

ネットワーク加盟機関の相談員等が相談事業に関わる基本的な課題を学ぶとともに、経験交流や情報交換及びスキルアップを図ることを目的に実施

テーマ：Ⅰ部　基調講演会

「人権の基本から考えるハラスメント問題」

Ⅱ部　相談・支援の現場からの報告

報告①「セクハラ・パワハラをめぐる相談・支援」

　　　　　　　報告②「レイシャルハラスメントについて」

Ⅲ部　参加者の交流と意見交換


③　相談事例研究会の開催

市町村の人権相談員等のスキルアップのため、集約した相談事例の中から、今日的な課題や特徴的な相談事例を題材にした事例研究会を開催した。

	開催日

場　所
	第１回：令和２年９月　１日
岸和田市立春木市民センター　多目的ホール
第２回：令和２年９月　８日
　茨木市立豊川いのち・愛・ゆめセンター ３階 大会議室

第３回：令和２年９月１１日
　藤井寺市役所　３階　３０５会議室
第４回：令和２年９月１６日
大東市立野崎人権文化センター　３階　大会議室

	参加人数
	第１回：２５人、第２回：１９人、第３回：２３人、第４回：１６人

合　計：８３人


④　人権相談集約・報告

　大阪府や市町村人権相談窓口から、人権問題に関わる相談件数とその内訳を集約し、報告書にまとめてホームページで公表を行った。

２ 人材養成事業（人権総合講座事業）の実施【人権相談・啓発等事業（再掲）】
大阪府や市町村、ＮＰＯ等において人権啓発や相談業務に従事する人を対象に、業務に必要な知識やスキルを身につけることができるよう、総合的な人権に関する講座を委託により開催した。

委託先：一般財団法人大阪府人権協会

　　委託期間：平成３０年４月１日～令和３年３月３１日

	実施期間
	前期：令和２年８月２５日～令和２年１１月１８日

後期：令和２年１２月１６日～令和３年２月１６日

	開催コース及び受講者数
	・人権担当者入門コース　　　　　　　　　　４１人
・人権相談員養成コース　　　　　　　　　　６１人

・人権啓発企画担当者養成コース　　　　　　１８人

・人権ファシリテーター養成コース　　　　　１５人

・人権相談員スキルアップコース　　　　　　１９人

・人権相談員専門コース　　　　　　　　　　１７人

・人権ファシリテータースキルアップコース　１１人

・人権コーディネータースキルアップコース　１５人

・科目別選択受講者　　　　　　　　　　　２０６人


３  人権擁護士の養成

人権に関する相談内容が複雑・多様化していることから、府民の人権問題を早期に解決に結びつけ、人権侵害を未然に防止するため、「人権擁護士」を養成するとともに、スキルアップやネットワークづくりの支援等に取り組んだ。

	人権擁護士登録数
	１９６人（令和３年３月末現在）　


４  市町村の相談事業の推進
住民の自立支援及び福祉の向上等に資することを目的に市町村が地域の実情に沿って取り組む相談事業を支援及び促進するため、市町村に対し総合相談事業交付金を交付した。（政令市は平成２８年度から交付）

《交 付 金》

	区　　　　　分
	平成３０年度
	令和元年度
	令和２年度

	予　　算　　額
	262,900千円
	262,900千円
	262,900千円

	決　　算　　額
	258,053千円
	259,207千円
	256,784千円


５　差別事象等への取組

人権侵害を受け、または受けるおそれのある人が、迅速に適切な保護・救済を受けることができるよう、庁内関係部局及び市町村等と連携し、差別事象への対応と実態把握に努めた。

	対応件数
	２９件


６　運動団体との連絡調整

部落解放同盟大阪府連合会、全日本同和会大阪府連合会、民主主義と人権を守る　府民連合、自由同和会大阪府本部等との連絡調整を行った。
７【新規】インターネット上の人権侵害の解消推進事業の実施

ＳＮＳやインターネット上の人権侵害への対策として、大阪大学大学院人間科学研究科と効果的な啓発方法について共同研究を行い、研究の一環としてシンポジウムを開催した。
①シンポジウム
	開催年月日
	１日目　令和２年１１月６日
２日目　令和２年１１月１３日

	開催方法
	オンラインにて開催（Zoom使用）

	参加者数
	１日目　約１００人
２日目　約８５人

	内　 容
	１日目　基調講演「インターネット上の人権侵害について考える」
　　　　講師：李信恵　氏

２日目　学生による研究成果の発表


②研究成果
共同研究による研究成果をもとに、インターネット上、とりわけＳＮＳの利用率の高い１０代、２０代の「若い世代」向けの、人権侵害の解消に係る啓発リーフレットを作成し、公共施設のほか、若い世代が出入りする場所にも配付した。

	体　裁
	Ａ４版、４ページ、カラー

	発　行
	令和３年３月　４０，０００部

	配布先
	市町村、学校、コンビニ、カラオケボックス等

	内　容
	ＳＮＳを凶器にするな
・その投稿、誰かを傷つけない？

・発信源は信頼できる？
・匿名でもバレる？


